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Ⅰ．はじめに
現在，学校や地域のさまざまな場において，障害
理解を目的とした活動が取り組まれている。小学校
や中学校においては2002年に総合的な学習の時間
が創設され，その時間に扱われる内容に「福祉」が
含まれたため，教員個人による取り組みが増えただ
けでなく，年間の指導計画においても障害理解活動
が盛り込まれるようになっている。これにより，教
員にはこれまで以上に障害理解教育の目的に関する
十分な理解や，効果的な指導法の習得が必要となっ
ている。
学校で実施されている障害理解教育には，その学
校に在籍する障害児の理解を促すことを目指したも
のと，一般的な障害理解を促そうとするものがある。
後者の取り組みについて，西館･水野･徳田（2005）
は，障害の擬似体験や障害者を招いての講話などが
多いことを明らかにしている。子どもにとって障害
者は身近な存在でないことが多いため，口頭
で説明を行っただけでは子どもたちが障害者の気持
ちに共感しにくいことが推測される。そこで，障害
者の立場にたって考えを進められるように擬似体験
を行ったり，共感を促すために障害者から直接話を
聞く機会をもったりするのだと考えられる。松田
（2004）は，障害擬似体験のなかでも多く行われて
いるのは，視覚障害歩行体験と車いす体験であると
している。小野・徳田（2007）の調査によれば，
障害について教育を行った経験のある小学校教員の
うちの50％が視覚障害歩行体験を，45％が車いす
体験を実施した経験があることが確認されている。
では，学校で行われている視覚障害歩行体験や車い
す体験に，子どもの障害理解を促す効果はあるので
あろうか。たとえば視覚障害歩行体験については，
小野・徳田（2006）が目隠しにより体験者がもつ
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不安感や恐怖心に着目し，体験の内容や時間によっ
て不安感や恐怖心がどのように変化するかを実験的
に検証している。その結果，どの場所や条件におい
ても恐怖心は徐々に低まるものの，約40分たって
も中央値より高い値を示していた。また，人通りの
少ない場所では30分の間に恐怖心は有意に低まる
が，人通りの多い場所ではそれ以上の体験をもたな
ければならなかった。一方，不安感は10分程度の
体験では体験開始前より高まること，人通りの多い
場所や起伏のある場所での体験は不安感が高まりや
すいこと，人通りの多い場所では不安感が体験開始
前より低下するのに約40分かかったことが確認さ
れた。恐怖心や不安感を強くもったまま体験を終え
ると，障害者は常にこわい思いをしているなどと感
じ，結果として，障害者のイメージに偏りが生じた
り，障害観にゆがみが生じたりすることがある。つ
まり，視覚障害歩行体験が障害理解の妨げとなる可
能性があるのである。この研究結果に示されるよう
に，障害の擬似体験を無計画に行う場合の教育効果
については，国内外の文献において批判的な見方が
存在する（Burgstahler,S.,&Doe,T.,2004；西館，
2005など）。その一方で，成人者に対して明確なね
らいをもって計画的に擬似体験を実施したことで，
教育効果がみられたとする報告もある（徳田・高見・
桐原，1996）。
これまでの擬似体験の効果検証は，主に大学生や
成人者を対象に行われている。前述したように，小
学校や中学校において子どもを対象に視覚障害歩行
体験や車いす体験を実施するケースは多いのであり，
それらが学校においてどのように実施されているの
か，現在の体験にいかなる課題があるのか，どのよ
うな教育効果があるのかについて明らかにする必要
がある。このことから本研究では，これまで体験の
実施状況についても教育効果についてもほとんど明
らかにされてこなかった，子どもを対象とした車い
す体験に着目することにした。車いす体験の教育効
果を検証するにあたり，まずは，車いす体験が学校
においてどのように実施されているかを把握する必
要がある。そこで，小学校における車いす体験の実
施状況と教員の認識を明らかにすることを目的とし
た調査を実施した。ここで得られた結果をもとに，
体験を行う際の課題を整理する。
Ⅱ．方 法
（１）調査対象者
北海道，東北・北陸の各県，関東圏内の東京都と
各県より無作為に抽出した小学校の教員600名を対
象にした。ただし，東日本大震災の被災地域は対象
から除いた。回答済質問紙は153部を回収した（回
収率26％）。回答者の年齢は20歳代が全体の 8％
（12名），30歳代が27％（42名），40歳代が33％
（50名），50歳代以上が32％（49名）であった。ま
た，回答者の教育経験年数は5年未満が10％（16名），
5～10年未満が16％（24名），10～20年未満が27
％（41名），20～30年未満が33％（51名），30年以
上が14％（21名）であった。
（２）手続き
2010年12月から2011年11月にかけて，無記名式・
自記式の質問紙調査を実施した。一部の対象者に対
しては教員免許更新講習の場において質問紙を直接
配布し，留置法によって回収した。残りの対象者に
対しては，郵送法を用いて各校に6部ずつ質問紙
を配布した。回答済の質問紙は調査協力の承諾書と
ともに郵送法にて回収した。
（３）調査項目
質問紙は，回答者の属性を問う3項目，車いす
体験活動の指導経験および内容に関する23項目，
車いす体験に関する教員の考えを問う13項目の計
39項目で構成された。
（４）倫理的配慮
本研究の内容については，富山大学倫理審査委員
会より2010年11月25日に承認を得た（臨22-110）。
質問紙への回答は，調査協力を学校が承諾した場合
においても教員個人の自由意思に基づいて行われた。
Ⅲ．結 果
（１）授業における車いす体験活動の実施状況
授業において車いす体験活動を実施した経験の有
無を尋ねたところ，経験があると答えた者は全体の
51％（153名中78名）であった。このうちの60％
（47名）は数回の実施経験があると答え，残りの40
％（31名）は1回あると回答した。これ以降の設問
については，これまでに最も長い時間をかけて行っ
た体験活動について尋ねた。
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①体験の実施時期と活用した時間
車いす体験を実施した年度についてであるが，
2005～2009年度が63％（78名中49名），2000～20
04年度が23％（18名），1999年度以前が9％（7名），
その他が3％（2名）であり（無回答2名），多くの
教員は2000年度以降に実施した経験をもっていた。
また，体験活動を行うのに活用した時間について選
択式で尋ねたところ，総合的な学習の時間が最も多
く挙げられた（92％，72名）。それ以外には，道徳
（6名），保健体育科（1名），国語科（1名），休み時
間等（1名）が挙げられた（無回答1名）。
総合的な学習の時間は2002年度より全国的に設
けられている。学習指導要領には，この時間の指導
計画作成において「学校の実態に応じて，例えば国
際理解，情報，環境，福祉・健康などの横断的・総
合的な課題についての学習活動，児童の興味・関心
に基づく課題についての学習活動，地域の人々の暮
らし，伝統と文化など地域や学校の特色に応じた課
題についての学習活動などを行うこと」とある。こ
のように，「福祉・健康」が領域に含まれているた
め，この時間に障害に関する内容を扱う教員は多い
（西館ら，2005）。2000年度以降に車いす体験を実
施した経験をもつ教員が多くいること，活動の多く
は総合的な学習の時間を活用していることからも，
この時間の創設により障害理解教育の一環として車
いす体験を実施するケースは増えていることが推察
される。
②体験活動の対象児
車いす体験を実施した際の対象児については，当
時担当していた学年の子どもが53％（41名），当時
担当していたクラスの子どもが40％（31名），その
他が4％（3名）であった（無回答3名）。クラス単
位ではなく，学年単位でこの活動を実施しているケー
スが半数を超えた。
軸丸・伊藤・大森・三浦・照山・田代（2007）は
教員を対象にした調査より，総合的な学習の時間は
学級間の差の解消，ゲストティーチャーの確保等の
理由から，学年単位で行われるケースが多いと述べ
ている。車いす体験活動に関してはこれらの理由に
加え，体験用の車いすの確保の問題もあると考えら
れる。体験用の車いすは，来訪者のために校内に用
意されているものだけでは数が足りないため，社会
福祉協議会の貸し出し事業などを利用しているケー
スがあると推測される。この場合，クラスごとに貸
し出しの申請をし，車いすの運搬を行うのは手間が
かかるので，学年単位で行った方が効率がよいので
ある。
当時の担当学年もしくはクラスを対象に活動を行っ
たと答えた72名に対して，対象児の学年を尋ねた
ところ，3,4年が53％（72名中41名），5,6年が26％
（20名）であり，1,2年という回答は1名のみであっ
た。車いすの操作にはある程度の力が必要となるた
め，小学校低学年児にこの実践を取り入れる教員は
少ないのであろう。また，1,2年次には総合的な学
習の時間が設けられていないことも影響していると
考えられる。
③体験活動を実施したきっかけ
車いす体験活動を実施したきっかけについて選択
式で尋ねたところ，教員からの提案が最も多く（45
％），教科書に障害に関する内容が載っていたこと
や，年間指導計画に位置づけられていたこと（いず
れも21％）が次いだ（表1）。一方で，外部講師か
ら提案があったと答えた者は4％と少なかった。
その他には，副校長から提案があった，子どもから
体験をしたいとの申し出があった，クラスに車いす
を使用する子どもがいたなどが挙げられた。
④体験活動の講師
車いす体験活動を指導した講師が誰であったかに
ついては，教員が64％，障害のない外部講師が46
％，車いす使用者が22％であった（表2）。表2の
結果について，校内の教員のみが指導を行ったケー
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表1．授業において車いす体験を実施したきっかけ
（選択式）
教員からの提案（教科書や年間指導
計画等のきっかけがないケース）
45％（35名）
教科書に障害に関する内容が掲載
されていた
21％（16名）
年間指導計画に位置づけられていた 21％（16名）
外部講師から提案があった 5％（ 4名）
その他 8％（ 6名）
無回答 1％（ 1名）
（％の母数は78名）
表2．車いす体験の講師（選択式）
教員 64％（50名）
外部講師（障害なし） 46％（36名）
外部講師（車いす使用者） 22％（17名）
その他 6％（ 5名）
無回答 1％（ 1名）
（％の母数は78名）
スと外部講師に指導を依頼したケース（教員がとも
に指導を行ったケースを含む）に分けたところ，前
者が35％（27名），後者が65％（51名）であった。
このことから，体験活動を実施するきっかけは，
校内の教員からの発案や教科書に掲載された内容，
年間指導計画によるケースがほとんどであるが，そ
の指導は外部講師に依頼されるケースが多いことが
わかる。車いす体験については，社会福祉協議会や
ボランティアセンターが講師を派遣しているため，
このような機関に依頼している者が多いと推測され
る。
⑤体験場所およびコース設定の有無
体験を行った場所については屋内体育館が最も多
く（71％），次いで校内の廊下（56％），教室（32％）
であり，校内で体験を行った者が多かった（表3）。
校外の体験場所としては，学校周辺の公道，社会福
祉協議会，福祉センター，公民館などが挙げられた
が，それらを合わせても2割に満たない程度であっ
た。校外学習は，校長に申請書等を提出して許可を
得る必要がある，移動時間や校外における児童の安
全確保等を考慮して計画を立てなくてはならないな
どの事情により，容易に行えるものではない。総合
的な学習の時間で扱う内容の中には飼育栽培，地域
の歴史学習，ボランティアなどのように校外学習を
含む活動が少なくない（軸丸ら，2007）。このこと
もあり，車いす体験活動の場所については校内が選
択されるケースが多いと推察される。
体験の実施にあたり，コースを設けたかどうかに
ついて尋ねたところ，コースを設けた者が71％
（55名），コースを設けず自由に走行させた者が26
％（20名）であった（無回答3名）。コースを設けた
55名に対してその内容を尋ねたところ，段差・ス
ロープ・凹凸のいずれかを含んだコースが56％，
段差・スロープ・凹凸のいずれも含んだコースが
31％，平地のみのコースが13％であった（表4）。
多くの教員がコースをつくり，コース内に段差やス
ロープ等を設けており，体験を通して車いす使用者
が感じているバリアやバリアフリー設備について知
ることを目的とした授業を行っていることがうかが
われる。
⑥体験の種類および子ども一人あたりの体験時間
体験の種類について選択式で尋ねたところ，子ど
もが車いすを自分で操作する体験（以下，自走体験）
が86％（67名），子どもが車いす介助をする体験
（以下，介助体験）が72％（56名），子どもが車い
すに乗って介助を受ける体験（以下，被介助体験）
が64％（50名）であった（無回答3名）。つまり，1
回 の活動で複数の体験を組み合わせて実施した者
が多かった。この組み合わせについて分析したとこ
ろ，3種とも実施した者は47％，2種を組み合わせ
た者が31％，1種のみが18％であった（表5）。
1回の活動において2種もしくは3種の体験を行
うと，それぞれの体験時間が短くなることが推測さ
れる。そこで，自走，介助，被介助のそれぞれの体
験に，どの程度の時間を充てたかを選択式で尋ねた。
自走体験については，5分以内が49％（67名中33
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表3．車いす体験を行った場所（選択式）
屋内体育館 71％（55名）
校内の廊下 56％（44名）
教室 32％（25名）
屋外グラウンド 13％（10名）
学校周辺の公道 10％（ 8名）
その他 22％（17名）
無回答 1％（ 1名）
（％の母数は78名） （複数回答）
※その他の回答例；校内のホール，校内の玄関，社会福祉協議会，
福祉センター，公民館など
表4．コースの構成
段差，スロープ，凹凸のいずれかを
含むコース
56％（31名）
段差+スロープ 25％（14名）
段差のみ 18％（10名）
段差+凹凸 5％（ 3名）
スロープのみ 4％（ 2名）
スロープ+凹凸 2％（ 1名）
凹凸のみ 2％（ 1名）
段差，スロープ，凹凸のいずれも
含むコース
31％（17名）
平地のみのコース 13％（ 7名）
（％の母数は体験時にコースを設定した55名）
表5．体験の種類
3種（自走体験+介助体験+被介助体験） 47％（37名）
2種の組み合わせ 31％（24名）
自走体験+介助体験 14％（11名）
自走体験+被介助体験 12％（ 9名）
介助体験+被介助体験 5％（ 4名）
1種のみ 18％（14名）
自走体験のみ 13％（10名）
介助体験のみ 5％（ 4名）
無回答 4％（ 3名）
（％の母数は78名）
名），6～10分以内が30％（20名）であった。また，
介助体験については，5分以内が48％（56名中27
名），6～10分以内が36％（20名）であった。さら
に，被介助体験については，5分以内が44％（50名
中22名），6～10分以内が36％（18名）であった。
10分を超えて体験したケースは，いずれも2割程
度であった。
この結果について，3種の体験を行ったケース，
2種の体験を行ったケース，1種のみの体験を行っ
たケースに分けた（表6）。表より，体験の内容が1
種であっても複数であっても，子ども1人あたり
の体験時間は10分以内であったとする回答が約8
割もしくはそれ以上を占めた。つまり，体験の種類
が増えるほど，子ども1人あたりの体験時間が短
くなるという傾向は認められなかった。2種，3種
の体験活動を行った教員は，それだけ多くの時間を
割いて体験を行ったということであろう。
授業1コマは45分である。たとえば，この時間
内に40名の子どもが10台の車いすを交代で使いな
がら1種の体験を行ったとすれば，1人あたりの体
験時間は最大で約10分となる。このように，1種の
体験に充てる授業コマ数だけでなく，用意した車い
すの数が子ども1人あたりの体験時間に影響する。
学校には数台の車いすが来訪者用に用意されている
ことがあるが，これだけでは足りないことが多いの
で，車いすの台数をどのように確保するかを検討す
ることは，体験時間を確保する上で重要であると言
える。
⑦体験前後における説明の内容
体験の前後に体験に関連する説明を行ったかを尋
ねたところ，96％（78名中75名）は説明を行った
と答えた（3名は無回答）。この75名に対して説明
をどの時間帯に行ったかを尋ねたところ，体験を行っ
た時間外と答えた者は41％（75名中31名）であり，
59％（44名）は時間内に説明を行っていた。
体験前と体験後のそれぞれに説明した内容につい
て選択式で尋ねた（表7）。体験前において最も多
かったのは車いすの操作方法（67％）であり，車い
すの援助の仕方（63％），車いすを使う理由や原因
（55％），車いすの仕組み（49％），車いす使用者が
困ること（47％）の順であった。体験後には，車い
す使用者の気持ちが最も多く（69％），車いす使用
者が困ること（55％）が次いだ。
子どもが体験で感じたことがすべて適切であると
は限らない。体験を通して，車いす使用者は「平ら
な道であっても一人で進むことはむずかしい」，「小
さな段差すら一人で乗り越えることはできない」な
ど，車いす使用者が困ることについて誤解する可能
性がある。このことをふまえれば，この内容に関す
る正確な情報を伝える時間を設ける必要がある。特
に，子どもが体験を通して誤解した内容を修正する
体験後のフォローアップは重要である。しかし，体
験後に「車いす使用者が困ること」について説明を
行った教員は55％であった。また，体験の前後い
ずれにおいてもこの内容について説明を行わなかっ
た者が15％（12名）いた。
自走や介助の体験活動を行う場合は，車いすの仕
組みや操作方法，介助方法について指導する必要が
ある。そこで，自走体験実施群（67名）と介助体験
実施群（56名）のそれぞれにおいて，体験の前後に
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表6．体験種別にみる子ども一人あたりの体験時間
3種とも いずれか2種 1種のみ
自走
n=37
介助
n=37
被介助
n=37
自走
n=20
介助
n=15
被介助
n=13
自走
n=10
介助
n=4
5分以内 46％（17名） 49％（18名） 46％（17名） 50％（10名） 53％（8名） 38％（5名） 60％（6名） 25％（1名）
6～10分以内 32％（12名） 30％（11名） 32％（12名） 30％（ 6名） 40％（6名） 46％（6名） 20％（2名） 75％（3名）
11～20分以内 14％（ 5名） 16％（ 6名） 16％（ 6名） 10％（ 2名） 7％（1名） 15％（2名） 20％（2名） 0
21～30分以内 3％（ 1名） 3％（ 1名） 3％（ 1名） 5％（ 1名） 0 0 0 0
31～40分以内 5％（ 2名） 3％（ 1名） 3％（ 1名） 5％（ 1名） 0 0 0 0
表7．体験の前後に行った説明の内容（選択式）
体験前 体験後
車いすの操作方法 67％（52名） 6％（ 5名）
車いすの援助の仕方 63％（49名） 36％（28名）
車いすを使う理由や原因 55％（43名） 8％（ 6名）
車いすの仕組み 49％（38名） 3％（ 2名）
車いす使用者が困ること 47％（37名） 55％（43名）
車いす使用者の気持ち 35％（27名） 69％（54名）
その他 1％（ 1名） 1％（ 1名）
（％の母数は78名） （複数回答）
車いすの仕組み，操作方法，介助方法が説明されて
いたかどうかを分析した（表8）。表より，車いす
の仕組みについて，体験前に説明を行っていた教員
は自走体験実施群，介助体験実施群ともに52％で
あった。なお，自走体験実施群の48％，介助体験
実施群の48％は体験前後のいずれにおいても車い
すの仕組みについて説明を行っていなかった。また，
自走体験実施群のうち操作方法を体験前に伝えた者
は75％であり，まったく伝えなかった者が22％い
た。さらに，介助体験実施群のうち介助方法を体験
前に伝えた者は73％であり，まったく伝えなかっ
た者が16％いた。
西館・徳田（2004）は，市民を対象に車いす介助
における失敗体験事例を収集している。その事例の
中には，急な斜面を前向きに降りようとした，車い
すのリクライニングレバーをブレーキと勘違いして
握ったために背もたれが倒れた，ブレーキをかけず
に手を離したら車いす使用者が段差から落ちそうに
なったなど，車いすの仕組みや介助方法を知らなかっ
たことによるものがあった。このことをから，車い
すの仕組みや操作，介助の方法について事前指導を
行うことは体験中のけがを防ぐ上で不可欠である。
⑧体験に関連づけて行った活動
体験に関連づけて行った活動について選択式で尋
ねたところ，73名（78名のうちの94％）がこの設問
に回答した。活動の内容をみると，体験した内容に
ついて発表させたケースが最も多く（55％），作文
を書かせた（42％），車いすに関する調べ学習をさ
せた（40％），子どもと一緒に車いす使用者が困難
を感じる場所を探した（28％），車いす使用者を呼
んで話をしてもらった（28％）の順であった（表9）。
9割を超える教員が，体験に関連づけた活動を行っ
ていた。その多くは，体験内容の発表や作文の作成，
調べ学習であった。車いす体験を総合的な学習の時
間において実施しているケースがほとんどであるた
め，体験に関連づけた活動もおそらくこの時間に行
われている。総合的な学習の時間では子どもの主体
的な学びが重視される。学習指導要領には「問題の
解決や探究活動の過程においては，他者と協同して
問題を解決しようとする学習活動や，言語により分
析し，まとめたり表現したりするなどの学習活動が
行われるようにすること」などとある。そのため，
調べ学習や子どもによる発表等の活動が多く行われ
るのであろう。
⑨車いす体験を実施した教員のとまどい
体験や体験に関連づけて行った活動においてとま
どったことを自由記述式で尋ねたところ，25名よ
り回答を得た。体験そのものについては，「車いす
の確保やメンテナンス，運搬等がむずかしかった」
（4名），「体験時間を十分に確保できなかった」（3
名），「車いすを遊具として扱う子どもがいた」（3
名），「体験することが目的化し，内容を深められな
かった」（3名），「体験時の安全確保がむずかしかっ
た」（2名），「コースを設ける際の材料の確保がむ
ずかしかった」（2名）などと回答された。
また，体験に関連づけた活動については，「教師
のねらいと講師の話，子どもの感じ方との間にズレ
を感じた」（4名），「車いす使用者の話を聞かせた
かったがかなわなかった」（3名），「障害のある講
師への接し方にとまどったり気を遣ったりした」（2
名）などと回答された。
体験活動については，車いすの台数や体験時間の
問題が挙げられており，教員の中には現在の体験時
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表8．体験前後に車いすの仕組みや操作方法，介助法を説明した割合
自走体験実施群
n=67
介助体験実施群
n=56
体験前 体験後 体験前 体験後
車いすの仕組み 52％（35名） 3％（ 2名） 52％（29名） 2％（ 1名）
車いすの操作方法 75％（50名） 7％（ 5名） ― ―
車いすの介助方法 ― ― 73％（41名） 39％（22名）
表9．体験に関連づけて行った活動（選択式）
体験した内容について発表させた 55％（43名）
体験した内容について作文を書かせた 42％（33名）
車いすに関する調べ学習をさせた 40％（31名）
子どもと一緒に車いす使用者が困難を
感じる場所を探した
28％（22名）
車いす使用者を呼んで話をしてもらった 28％（22名）
車いす使用者に関する映像を見せた 6％（ 5名）
その他 5％（ 4名）
無回答 6％（ 5名）
（％の母数は78名） （複数回答）
※映像については，ビデオ教材（2名），ドキュメンタリ （ー1名）
であった。
間では短いと感じている者がいることがうかがえた。
また，車いすで遊ぶ，体験が目的化するなど，体験
のねらいが子どもたちにうまく伝わらないと感じて
いる者がいることが確認された。体験に関連づけた
活動については，外部講師との連携に困難を感じた
者がいた。
（２）授業以外の時間における車いす体験活動の
実施状況
授業以外の時間に車いす体験活動を行ったことは
あるかについて尋ねたところ，あると答えた者は全
体の7％（153名中10名）と少なかった。その活動
内容は，「学習発表会等の機会にボランティア委員
会の活動として体験を実施した」，「学校や地域の祭
り（文化祭等）において福祉体験コーナーを設けて
実施した」，「他校との交流合同学習において実施す
る機会があった」などであった。
（３）車いす体験活動中にヒヤリとした経験
授業や授業外に体験活動を行ったことのある81
名に対して車いす体験の実施中にヒヤリとした経験
があるかどうかを尋ねたところ，あると回答した者
は19％（81名中15名）であった。その内容を自由記
述式で尋ねたところ，「転倒しそうになった・転倒
した」が15名中9名と多かった。その他には，「ひ
とや物にぶつかりそうになった・ぶつかった」2名，
「折りたたまれた車いすを開く際に手をはさんだ」1
名，「子どもが車いすのブレーキをかけずに座ろう
としたため，車いすが動いてしりもちをつきそうに
なった」1名，「車いすに人を乗せたまま階段を上
り下りする体験をさせたが，子どもの力では車いす
を支えられず，大人がつきっきりだった」1名，
「スロープ上を走行する体験で，スロープを上りき
れない子どもを支えられず後ろに滑ってしまい，こ
わい思いをさせた」1名であった。
「転倒しそうになった・転倒した」9名の子ども
の事例をみると，「車いすを無理に動かそうとした
り，乱暴に介助したりする子どもがおり，介助され
ている子どもが車いすに乗ったまま転倒しそうになっ
た」，「子どもがふざけてスピードを出したために，
操作を誤って転倒した」，「スロープを降りたいきお
いで曲がろうとしてバランスを崩し，転倒した」，
「段差やスロープなどで前輪が浮き，車いすごと後
ろに倒れそうになった」などであった。
教員から挙げられた事例より，車いす体験中に起
こる事故の原因には，子どもがふざけたりゲーム感
覚でコースを回ったりすること，車いすへの指のは
さみこみやブレーキのかけ忘れのように，子どもが
事前に車いすの仕組みや操作方法，介助方法を十分
に理解していないこと，階段における車いすの持ち
運びのように子どもの発達段階に合わない体験をさ
せることがあると整理できる。
（４）車いす体験に適した学年に関する教員の
考え
車いす体験活動を実施するのに適した学年とは何
年以降であろうか。このことを明らかにするために，
自走体験と介助体験のそれぞれについて，適した学
年に関する教員の考えを尋ねた（表10；単数回答）。
なお，被介助体験については，体力の有無が影響し
ないこと，体験の目的や内容に関する理解度につい
ては介助体験と同様の結果が得られると予測された
ことから，本項目においては尋ねていない。表10
より，自走については，4年以降（41％）が最も多
く，5年以降（29％），3年以降（16％）が次いだ。
介助については，4年以降（39％）が最も多く，次
いで5年以降（35％），3年以降（14％）であった。
自走体験，介助体験ともに1,2年という低学年から
可能と考える者は少なく，4年以降あるいは5年以
降と答えた者が多かった。
また，体験に適した学年について，上のように答
えた理由を自由記述式で尋ねた。自走体験について
も介助体験についても，1,2年から可能と回答した
者とそれより上の学年から可能と答えた者では，そ
のように考える理由に違いがみられた。自走体験に
ついて1,2年から可能と考える理由としては，「こ
の時期にもわかることやできることはある」（11名
中5名），「早期からの教育が必要である」（3名），
「2年の道徳の副読本に『白い車いす』という教材
障害理解の視点からみた小学校における車いす体験活動の実施状況と教員の認識
―57―
表10．車いす体験をさせるのに適している学年に
関する教員の考え（選択式）
自走体験 介助体験
1年以降 6％（ 9名） 4％（ 6名）
2年以降 1％（ 2名） 1％（ 1名）
3年以降 16％（25名） 14％（22名）
4年以降 41％（63名） 39％（59名）
5年以降 29％（45名） 35％（53名）
6年以降 3％（ 4名） 4％（ 6名）
その他 1％（ 2名） 2％（ 3名）
無回答 2％（ 3名） 2％（ 3名）
（％の母数は153名）
がある」（1名）が挙げられた。介助体験について
1,2年から可能と考える理由としては，「この時期
にもわかることやできることはある」（7名中2名），
「早期からの教育が必要である」（3名）が挙げられ
た。
3年もしくはそれ以降の学年から可能と答えた者
の理由についてまとめたものを表11に示した。自
走体験については「体力的に適している」ことを理
由に挙げた者が最も多く（43％），「車いす使用者の
ことを思いやれる」（20％），「体験の意図やねらい
を理解できる」（18％），「教科等において扱う機会
がある」（14％）が次いだ。「教科等において扱う機
会がある」と答えた者の記述をみると，「4年の国
語科の教材に福祉に関連するものがある」，「4年の
総合的な学習の時間において福祉について扱うこと
になっている」など，4年の国語科や総合的な学習
の時間に扱う機会があると答えた者が多かった。ま
た，介助体験についても自走体験と同様に「体力的
に適している」ことを挙げた者が最も多く，「車い
す使用者のことを思いやれる」（22％）が次いだ。
自走体験と介助体験のいずれについても，1,2年
から可能と答えた教員は，この年齢の子どもたちに
体験するための体力や理解度が十分に備わっている
と考えているわけではないようである。一方，3年
もしくはそれ以降の学年から可能と答えた教員につ
いては，車いすを操作するだけの体力があると考え
る者が多かった。ただし，「低学年には車いすを操
作するだけの体力がない」「3年までは体格の小さ
な子どもがいる」など，3,4年については，低学年
児と比べれば安全に操作できるだけの体力があると
判断していることがうかがえた。5,6年については，
下の学年と比較してというよりは，身体が成長し体
格がしっかりしていることを理由に挙げる傾向に
あった。
3年もしくはそれ以降の学年から可能と答えた教
員は，体力面以外に，体験の意図やねらいをふまえ
て学習に臨めるか，車いす使用者の立場にたって体
験したり考えたりできるかといったことを判断の基
準にしていた。特に，介助体験については，車いす
使用者のことを思いやった介助をできるか，車いす
に乗っている人の安全を守るという責任を果たせる
かどうかという点を重視する者がいた。
Ⅳ．考 察
本調査より明らかになった，小学校における車い
す体験活動の課題を整理して論じる。
（１）講師の選定
小学校において車いす体験は，主に教員からの提
案や教科書の内容，年間指導計画への位置づけをきっ
かけにして企画されているが，実際の指導にあたっ
ては外部講師を呼ぶケースが多いようである。ここ
でまず課題となるのが，外部講師との連携をどのよ
うに図るかという点である。本調査においては，外
部講師と教員の思い，子どもの感じ方にずれが生じ
たことにとまどいを覚えた教員がいることが確認さ
れた。
小学校には幅広い年齢の子どもたちが在籍してい
るため，体験活動を行う対象児の年齢に合わせて体
験の内容や指導の仕方を検討しなくてはならない。
外部講師だけでは子どもの発達段階に応じた配慮が
十分にできない場合には，教員と外部講師の間で事
前の打ち合わせが不可欠である。しかし，現状では，
この打ち合わせや目的等の共有の仕方に困難を感じ
ている教員が少なからずいると言える。軸丸ら
（2007）の調査においては，ゲストティーチャーの
選定，事前打ち合わせ，謝礼の確保等に困難を感じ
る教員がいることが確認されている。
（２）体験中の子どもの安全確保
小学校ではクラス単位ではなく学年単位で体験活
動を実施したケースが半数を超えるが，このような
形をとる理由のひとつには，学年単位で実施すれば
複数人の教員が安全な体験の指導にあたることがで
きるということがあると考えられる。このような工
夫をしてはいても，教員の中には体験中の安全確保
がむずかしいと感じている者がいた。また，体験中
にヒヤリとした経験をもつ教員が約2割いた。
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表11．3年もしくはそれ以降の学年から体験が
可能と考える理由（自由記述式）
自走体験
n=123
介助体験
n=127
体力的に適している 43％（53名） 52％（66名）
車いす使用者のことを
思いやれる
20％（25名） 22％（28名）
体験の意図やねらいを
理解できる
18％（22名） 12％（15名）
教科等において扱う
機会がある
14％（17名） 13％（17名）
その他 25％（31名） 27％（34名）
（％の母数は，記述のあった者の人数）
一方で，事前指導において車いすの仕組みや操作
方法，介助方法を伝えなかったケースが少なからず
あった。西館・徳田（2004）の事例や本調査で確認
された事故事例などから，これらの内容を事前に伝
えておくことは重要であると言える。加えて，子ど
もの発達段階に合わせた体験内容の選定，安全に配
慮された環境の設定などをいかに行うかが課題とな
る。
（３）体験の内容
約7割の教員が走行コースを設け，そこに段差
やスロープ，凹凸などの課題を設けていた。また，
1回の活動において自走や介助，被介助といった複
数の体験を行っているケースが多かった。コースに
設けられた課題から，小学校では主に，段差や凹凸
等が車いす使用者にとってバリアになることやスロー
プの必要性，段差やスロープ等における介助方法を
知ることをねらった活動が行われていると推察され
る。
このねらいが，どの程度達成されているかを明ら
かにした先行研究は見あたらない。ただし本調査よ
り，車いすを遊具として扱う子どもがいた，体験す
ることとが目的化してしまい学びを深められなかっ
たなど，教育目標の達成にむずかしさを感じている
教員がいることが確認された。したがって，教育効
果を高める体験の内容や指導方法については，今後
検証を重ね，明らかにしていく必要があるであろう。
（４）体験時間
本調査においては，子ども1人あたりの体験時
間が10分以内であったケースが自走体験，介助体
験，被介助体験のいずれにおいても8割であった。
また，1人あたりの体験時間が5分以内であったケー
スは自走，介助，被介助のいずれにおいても半数近
くを占めた。5分以内という短時間の体験において，
子どもたちがどのような体験知をどの程度得るかを
明らかにした先行研究はないため，今後の検証を待
たなくてはならないが，小野・徳田（2006）が視覚
障害歩行体験について検証を行った結果等をふまえ
れば，障害理解につながっていない可能性は否定で
きない。
（５）体験用の車いすやコース材料の確保
1種の体験にどの程度の授業コマ数を充てるかと
いうことに加えて，体験用の車いすをどのくらい準
備できるかが，子ども一人あたりの体験時間に影響
を与える。ある教員は体験においてとまどうことと
して，車いすの確保，メンテナンス，運搬のむずか
しさを挙げていた。加えて，コースを作成する際の
材料を準備することにむずかしさを感じている教員
もいた。
校内にある車いすは定期的なメンテナンスが行わ
れていないケースがあるため，タイヤの空気が抜け
ていたり錆びついていたりして，体験活動の際に使
えないことがある。また，社会福祉協議会等の車い
す貸し出し事業を利用する場合には，車いすを誰が
どのように運ぶかという問題が生じる。これらのこ
とにより，車いすの台数を十分に用意できないケー
スは多いと推察される。
（６）体験後のフォローアップ
車いす体験に限らず，すべての体験について言え
ることであるが，体験によって正しい知識ばかりを
得るわけではない。西館（2005）が指摘するように，
障害の擬似体験においては，「障害者は大変な思い
をしている」「障害者は常に援助を必要としている」
などの誤解が生じることがある。それだけに，体験
後のフォローアップ指導は重要である。
しかし，たとえば「車いす使用者が困ること」に
ついて体験後に説明を行っていなかった教員がいた。
子どもは体験によって，車いす使用者の感じている
困難を実際以上に大きくとらえる可能性がある。そ
のため，車いす使用者が何にどの程度困るのかにつ
いてのフォローアップは必須と言える。
（７）体験に適した子どもの年齢
教員の多くは，車いすの操作や介助を行う体力の
有無，体験の意図やねらいを理解できるかどうか，
車いす使用者の立場にたって考えを進められるかど
うか，車いすに乗っている人の安全を守れるかといっ
た点で，体験に適した年齢を判断していた。また，
そういった点から判断すると，低学年児に車いす体
験は適さないと考える教員が大半であった。3年次
以降の子どもについては，徐々に体験の意図やねら
いを理解し，車いす使用者の立場にたった体験が可
能になっていくという回答がみられた。
以上のことから，車いす体験活動は3年次以降
の子どもを対象に検討を進めていくべきであり，低
学年児に向けては体験活動以外の手法を用いるべき
である。ただし，3，4年生は低学年児に比べれば
体力があるものの，たとえば段差等における介助を
安全に行えるだけの力はもっていない子どもが多い
と推測される。子どもの発達段階にあわない体験活
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動が事故につながりかねない状況を引き起こすこと
は，本調査においても確認されている。したがって，
体験活動を行おうとする際には，対象児の発達段階
にあったねらいや難易度の設定が必要である。
Ⅴ．今後の課題
現在は，子どもを対象にした車いす体験に関する
有効な教育プログラムが存在しない。そのため，教
員が個々に試行錯誤しながら体験活動を進めている
状況にあると言える。しかし，教員は活動を行う中
で，さまざまな困難に直面していた。
そこで今後はまず，車いす体験の時間をどの程度
もつかによって，子どもが得る体験知に違いはみら
れるのか，そもそも子どもは車いす体験によって何
を感じるのかを実験的に検証する。また，この結果
をもとに，現在の小学校で行われている体験活動で
得られる効果の有無や程度について考察を深めたい。
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